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市政報告会

１ ． 開 会

２ ．市 政 報 告

３ ． 地 区 の テ ー マ

４ ．意 見 交 換

５ ． 閉 会

発生日時 ：２０１１年３月１１日（金）午後２時４６分頃
発生場所 ：三陸沖（北緯３８度、東経１４２．９度）、
震源深さ２４㎞、マグニチュード９．０
各地震度：震度７ 宮城県栗原市
震度６強 福島県楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町
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支援物資の提供 職 員 派 遣義援金の受付

・３月２３日、２４日
・４月６日 １０トン３台
気仙沼市を中心とし
た被災地へ

・９月３０日まで
・市役所など５箇所
５月１０日現在
１，３６０万円

消防職員 ４名
保健師 ４名

・移動支援
・住宅支援
（市営・民間住宅）
・生活支援
・教育支援
（就園・就学支援）
・就労相談

避難者支援
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屋外の主要避難適応場所避 難 所

災害危険
予想箇所調査

★６月補正
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（止める機能）
地震により制御棒は挿入し自動停止

（冷やす機能）
津波による電源もしくは海水機能の
喪失に伴う冷却系統の機能不全

（閉じ込める機能）
原子炉建屋外へ
放射性物質が漏えい

地震

津波

川内原子力発電所からの距離川内原子力発電所からの距離

いちき串木野市いちき串木野市
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給水源の確保給水源の確保

使用済燃料ピットの冷却確保使用済燃料ピットの冷却確保

高圧発電機車の配備高圧発電機車の配備
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緊急時対応のための機器及び設備の点検緊急時対応のための機器及び設備の点検

全交流電源喪失時の運転操作手順の充実及び訓練全交流電源喪失時の運転操作手順の充実及び訓練

重要機器エリアの水密性向上対策を実施重要機器エリアの水密性向上対策を実施
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海水ポンプ等の予備品の確保（海水ポンプ・海水モーター）海水ポンプ等の予備品の確保（海水ポンプ・海水モーター）

移動式大容量発電機の配備移動式大容量発電機の配備

重要機器エリアの防水対策重要機器エリアの防水対策

水源の信頼性向上水源の信頼性向上
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いちき串木野市の現状
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２８億１,９３５万円の効果!!

★人件費の削減
職員、嘱託・臨時職員の削減
市長等特別職給料（７～３０％）、職員給料（３～５％）の削減

【５年間の行革効果額】 目標額に対し
１１０．２％達成

★物件費削減、繰出金抑制
経常的物件費の削減、高利の起債の借り換え

★歳入の確保
市税：夜間徴収、日曜窓口設置、差押物件公売等の実施
未利用になっている市有地の売却、貸付
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実際の返還額
約７億８，８００万円

Ｈ２３まで 約６億 ９００万円 返還

Ｈ２４～Ｈ３０ 約１億７，９００万円

補助金と起債 約８億５，０００万円

★補助金返還▲約６，２００万円
★無利子１０年償還
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義援金の受付

・９月３０日まで
・市役所など５箇所
５月１０日現在
１，３６０万円31,152人
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一般会計当初予算額
１４７億７，６００万円
前年度比較 ９．３％増

★重点★
健康・福祉、産業振興、交通政策など
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共生・協働のまちづくり
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自治公民館などの活動が困難に

行政サービスの継続が困難に
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《人的支援》
・地区担当職員制度

《事業運営に係る情報提供等》

《財政的支援》
・まちづくり協議会設置、運営補助
・雇用嘱託員補助
・地区まちづくり計画書策定補助
・計画書に基づく事業実施補助
・共生・協働提案公募型まちづくり補助

《活動拠点の提供等》
・交流センター等公共施設
の利用
・未整備地区での整備計画
の策定
（計画的な改修整備）
★荒川交流センター（H22）
★川南交流センター（H23）

《物的支援》
・協議会等への車両・資機材等の貸与

川南交流センター
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元気で安心できる
まちづくり
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消防施設・設備の充実

★災害危険予想箇所調査
★原子力防災計画

見直し作業

★水槽付ポンプ自動車
★CPRトレーニングシステム

（H22）
★高規格救急自動車（H23）

防災計画の見直し
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小中学校の耐震化

５０

１７

３３

耐震性あり

Ｂ(棟)

１４

５

９

学校数

７６.９１５６５計

７０.８７２４中学校

８０.５８４１小学校

耐震化率

Ｂ/Ａ％

要改修

(棟)

全棟数

Ａ(棟)

区分

羽島中学校

★羽島中学校校舎耐震化
★市来中学校校舎外壁改修
★串木野小管理棟・屋体実施設計
★市来中学校技術家庭等実施設計

小中学校の耐震化・改修
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★未来の宝子育て支援事業（Ｈ17～）
★乳幼児医療費助成の拡充（Ｈ22～）
（就学前の子どもの医療費全額助成）

★子宮頸がん、ヒブ、小児用肺炎球菌
ワクチン予防接種助成（Ｈ23）
★不妊治療費助成（Ｈ23）
★市来地域子育て支援（Ｈ23）

★定住促進住宅（子育て団地）
・１８歳以下１人につき家賃減額
・集会室における子育て支援
・駐車場の整備
《２０戸（５７人）の市外からの入居》
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★定住促進補助制度

★町名等整理事業

大字の下名・上名・大里地区
Ｈ22～23 下名・上名（一部）
Ｈ23～24 上名・大里
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★移動図書館車等購入
★教育支援センター設置
（市来地域公民館）

★学校給食センター調理室改修
★市来中学校屋内運動場改修

・中学生英語検定受験料補助
・英語指導補助員による補充指導
・外国語活動指導補助員の小学校派遣
・中学校英語力向上夏季セミナー
・英語暗唱・スピーチコンテスト など

★「英語のまち」いちき串木野推進事業
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多目的グラウンド

パークゴルフ場

総合運動公園
《整備方針の変更》
★テニスコート整備（H23）
★総合体育館基本設計

（H23）
★民間活力の導入（H22）

その他体育施設
《指定管理者による運営》
《計画的な改修整備》
★市来体育館改修（H23）

・市民の健康づくり
・交流人口の拡大

スポーツ合宿招待ツアー

公売地
テニスコート予定地

総合体育館
予定地

市来体育館改修
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活力のある
産業のまちづくり
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★親子料理講座開催
★食のまちＰＲ看板設置
★食のまち宣言書作成
★特産品普及事業（食文化情報整理、開発、ＰＲ）

食のまちづくり宣言
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ボランティアガイド

★総合観光推進事業
★グリーンツーリズム推進

★薩摩藩英国留学生記念館（仮称）

・体験型観光メニュー
など受入体制の確立
・案内人（語り部）の
組織づくり
・観光用ホームページ

平成２７年には渡欧１５０周年

・資料収集事業（Ｈ２１～）
・基本構想・基本計画策定（Ｈ２２）
・展示・建築基本設計（Ｈ２３）
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★遠洋まぐろ船ＡＥＤ設置
★島平漁協魚食普及施設
★焼酎麹用米の生産促進助成
★川南地区ほ場整備事業
（換地計画概要書作成）

★野菜栽培被覆施設・暖房設備補助
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「鹿児島電子株式会社」

（光通信用部品製造）

従業員数：約３０名

投資予定額：約３億円

「西薩中核工業団地」

分譲率：６７％

★積極的な情報収集

★レアメタル国家備蓄
基地の誘致
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快適な環境のまちづくり
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★麓土地区画整理事業（～Ｈ29）

★市道改良事業

下塩入線・払山線・松比良線・

別府上名線（架道橋基本設計）

海瀬坂下線（橋梁予備設計）

★新公共交通システム

（乗合タクシーを含めた新システム
の導入を図る）
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《調査対象地区及び調査時期》

市内全域 ８月１２日（金）まで

《対象者》

無作為に抽出した市民２，６００人

(１６歳以上)

「市民アンケート調査」のお願い


